
は し が き

　『企業経営のための経営法学第 2 版』までは、もっぱら国内における企業経営
の観点から、企業が直面する様々な法律問題を検討してきた。しかし、今日では、
どのような企業も、業種や規模の大小を問わず、海外における法律問題に対処し
ていかなければならない。従って、本書『最新経営法学』に国際的な観点を大幅
に取り入れることにした。
　第２版からの主な変更点は以下の通りである。
　本書は、９の章から構成されているが、すべて国内・国際的法律問題を扱って
いる。その反面、第２版における「第１章　企業形態」は省略した。
　「第１章　国内・国際コンプライアンス経営」では、あらたな事例を紹介している。
　「第２章　国内・国際コーポレートガバナンス・システムの構築」では、イギ
リス型コーポレートガバナスを追加した。
　「第３章　国内・国際事業提携・ジョイントベンチャー」では、国内における
あらたな事業提携およびジョイントベンチャーの事例を追加した。そして海外に
おける事業提携およびジョイントベンチャーの多くの事例を紹介し、関連する法
律問題を解説している。さらに、アメリカ反トラスト法による規制についても紹
介した。
　「第４章　国内・国際買収」では、国内におけるあらたな事例を追加した。そ
して海外における多くの事例を紹介し、関連する法律問題を解説している。
　「第６章　国内・国際知的財産管理」では、わが国の不正競争防止法を省略し、
国内・国際に共通する技術ライセンス契約の基本的構造を取り上げている。
　「第７章　国内・国際人材管理」では事例を追加している。
　「第８章　国内・国際公正取引」では、第２版における消費者法および独占禁
止法を省略し、アメリカ反トラスト法による規制およびわが国独占禁止法による
規制を紹介している。
　それでは、具体的に本書の内容を紹介する。
　第１章は「国内・国際コンプライアンス経営」である。コンプライアンス経営
の目的、コンプライアンス・プログラム、内部通報制度およびコンプライアンス・
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システムの整備・強化について検討する。
　第２章は「国内・国際コーポレートガバナンス・システムの構築」である。ア
メリカ型コーポレートガバナンス、イギリス型コーポネントガバナンス、日本型
コーポレートガバナンス、社外取締役、コーポレートガバナンス形態の強化、企
業情報の開示規制、情報開示によるコーポレートガバナンス、マネジメントの説
明責任およびグローバル企業のガバナンス・システムについて考察する。
　第３章は「国内・国際事業提携・ジョイントベンチャー」である。事業提携の形態、
合弁契約、合弁会社の経営と支配、合弁関係の解消および提携関係の発展につい
て検討する。
　第４章は「国内・国際買収」である。わが国における買収、アメリカにおける
買収の形態、事業戦略としての国際買収、買収のプロセス、買収契約および買収
後の統合について詳細に解説する。
　第５章は「国内・国際取引管理」である。契約の総則、契約の成立、契約の内容、
契約の履行・不履行、契約の解除および損害賠償について、国内および海外に共
通の問題として紹介する。
　第６章は「国内・国際知的財産管理」である。営業秘密保護およびライセンス
契約の基本的構造、ライセンスの許諾、許諾の対価およびライセンス関係の解消
を解説する。
　第７章は「国内・国際人材管理」である。国内における人事管理および海外に
おける労働状況について解説する。
　第８章は「国内・国際公正取引」である。製造物責任、アメリカ反トラスト法
による規制およびわが国独占禁止法による規制について紹介する。
　第９章は「国内・国際グループ子会社管理」である。コントロールする親会社
の不法行為責任を拡大する法理論、グループ子会社のコントロールと親会社の責
任およびグループ子会社の内部統制システムとコンプライアンス・システムにつ
いて考察する。
　本書『最新経営法学』が、企業経営に関わる法律問題や「法と経営」に関心をもつ、
企業の法務部門・企画部門・事業部門等の実務家、ビジネススクール・経営学部・
商学部や法学部の学生、大学等の法学・経営学・商学の研究者、さらに企業の経
営幹部や経営者の方々が経営法学を理解するうえでお役に立つことを願ってい



る。
　最後に本書の刊行に際して、大学教育出版の佐藤守社長には本書の意義を理解
していただき、大変お世話になった。心から感謝申し上げたい。

2026 年 4 月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　井原　宏
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　　１　コンプライアンス経営の目的　

　コンプライアンスとは、法令や自主行動基準等の遵守およびそのための企業内
における体制の整備といわれる。わが国においては、1990 年代における様々な
企業不祥事の発生を契機として、法令遵守、企業倫理憲章、自主行動基準等、企
業の自主的規律によって不祥事を未然に防ごうとする動きがなされてきたが、最
近ではコンプライアンスまたはコンプライアンス経営という名のもとであらため
てその再認識および強化の必要性がうたわれている。その背景には次のような状
況があると考えられる。
　第１に、日本の経済社会が行政による事前規制から司法による事後規制へ、い
わゆる法化社会へと移行している。第２に、企業のグローバルな事業展開、そし
て企業間のグローバルな競争の激化の中で生き残るためには、企業価値を高め、
競争力を強化する必要がある。第３に、企業が自主的行動基準を通じて社会的責
任を果たすことを求める国際的な動きがある。第４に、2010 年代の後半におい
ても、相変わらず企業不祥事が発生した。
　ところで、コンプライアンス経営のメリットは次のようにいわれる。
　企業経営の透明性を図り、対外的にも明確な説明ができる。たとえば、法令等
に違反する行為を行ったことを理由に取締役が株主代表訴訟によって責任を追及
されるのを回避するうえで重要な手段となり得る。また、日本市場においてもコ
ンプライアンス経営を重要な投資基準とする動きが海外投資家を中心にみられ
る。　
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　さらに、コンプライアンスは、単なる法令遵守ではなく、競争力をもった最適
な仕組みづくりの戦略的手法である。企業をめぐる多様なリスクに対処できるシ
ステムの有無が企業の資本市場での価値にも影響を与え、企業の格づけにも影響
を与える可能性がある 3。
　これらの議論を整理すると、コンプライアンス経営のメリットは、第１に、法
令違反等のトラブルを未然に防止することにより、人材、資金、エネルギー等の
経営資源の浪費を回避すること、第２に、コンプライアンス・システムの確立に
よって企業の競争力を強化する仕組みを設けること、第３に、社会貢献のニーズ
に応えることによって企業価値を高めることが可能であるということができる。
  一方で、コンプライアンス経営の問題点は、自主行動基準の遵守という自主的
規制がもっとも陥りがちなところである、不十分な、あるいは「有効でない」シ
ステムにとどまる可能性があるということである。理念のみが空回りして、実効
的なコンプライアンスが実施されない場合には、かえって、企業は世の信頼を失
うというおそれが生じる。企業は、一度コンプライアンス経営を声明し、その実
施に踏み出した以上、後戻りすることはできないのである。
　
　　２　コンプライアンス・プログラム

　コンプライアンス・プログラムは、企業のマネジメント・システムの一環であっ
て、トップマネジメントが企業内外に声明するコンプライアンスの経営方針と目
的に従い、コンプライアンスのプランニング、パフォーマンスの監視および評価
および修正行為を確保するためのフィードバック報告に至るというコントロー
ル・システムにおける行為のサイクルである。すなわち、このプロセスにおける
基本的なステップは、次のように要約することができる 1。
　① 企業活動において遵守の対象とされるべき行為の特定。② 当該遵守行為を引
き受け、確保するために必要な行動の計画。③ 当該遵守行為が無視されないよう
に関連する行動を調整すること。④ 計画された行動が引き受けられたか、そして
コンプライアンスが達成されたかどうかを調査もしくは監査すること。⑤ 修正が
必要なときにはパフォーマンスを調整するために計画を見直すこと。⑥ 修正行為
が実施され、維持されているかを判断するための継続調査を実施すること。
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（１）コンプライアンス・プログラムの目的
　コンプライアンス・プログラムにおける遵守の対象は、第１に法規範、第２に
社内ルール、第３に倫理・社会規範であるといわれる。もっとも、これら 3 つの
規範・ルールは相互に絡み合い、重なり合っており、３つが重なり合っている部
分がもっとも優先度が高く、上記の順番が優先順位となるが、倫理・社会規範の
どこまでがその範囲に入るかはかならずしも明らかではない。また、法規範、社
内ルールについてもその内容は一律に明確であるとは限らず、当該企業によって
異なる場合がある。
　コンプライアンス経営の観点から、法規範の遵守は最低限の義務であり、社内
ルールの遵守は当然の義務であるといえるが、これらの義務は倫理・社会規範に
基づく倫理感に裏打ちされたものでなければならない。そしてさらに、企業活動
が社会的に妥当なものとして認知され、企業が社会的存在としてよき企業市民に
なるためには、一定レベルの倫理・社会規範を遵守することが要求されると考え
られる。

（２）コンプライアンス・プログラムの内容
　企業行動基準（Code of Corporate Conduct）の内容は、企業によって様々である。
(a) 一般的声明
　イギリスにおいては、まず、「ビジネスにおけるよき市民（good citizen in 
business）」という理念 2 に基づいた会社の目的の一般的な声明がうたわれる。そ
して企業経営によって影響を受ける様々なグループに向けた会社の経営ポリシー
を表明するのが一般的である。たとえば、従業員との関係はもっとも話題性のあ
る対象であり、消費者、供給者、株主および地域社会の利害関係も対象となる。
さらに、環境に対する経営ポリシーの表明もますます一般的になってきたといわ
れる 3。
　アメリカにおいても企業行動基準は、会社の業務行為における誠実と正直の約
束および法のもとにおける運営の意図を示すという、倫理基準の一般的声明から
始まるのが通常である。この一般的声明の前文に次のような声明を追加すること
が提案される。①行動基準に違反する行為は従業員の権限の範囲を超える行動と
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みなされるという声明。②行動基準は、法の要求および当該産業における慣行を
満たすのみでなく、それを超える努力を示すものであるという声明。前者の声明
によって、行動基準に違反する従業員の行動は、従業員の権限の範囲外にあるこ
とから、刑事責任の目的のためには会社に責任を負わせることはできないと論争
することが可能である。また、後者の声明は、原告の弁護士が行動基準を民事責
任の基準として用いる機会を減ずる可能性を生ずるといわれる 4。
　一般的表明に続いて、特定の分野に関する会社のポリシーがうたわれるのが通
常である。たとえば、反トラスト、会社財産の説明責任、利害衝突、秘密情報、
賄賂や寄付、会計慣行の正確さ、インサイダー取引、政治献金、差別とハラスメ
ント等の課題が対象とされる。
　このように企業行動基準は包括的であるが、理解し得るものでなければならな
い。つまり、行動基準は、従業員等の関係者に対して、彼らの行動を支配する法
的要素を知らせ、そして理解し得るようなやり方で肯定的な倫理価値を増進する
必要がある 5。
　OECD の調査によれば、企業行動基準の内容としてカバーされる問題は、労働
基準と環境がもっとも多く、次いで多い順番から消費者保護、賄賂、競争、情報
開示、科学・技術となる。さらに、それぞれの問題における具体的内容の主たる
ものとしては、たとえば、環境については、法遵守、従業員の教育・自覚・訓練、
地域社会の懸念の受入れ、環境にやさしい製品・サービス、地域社会や消費者の
自覚を高めるような情報の提供、コントラクターや供給業者に対する義務および
そのグローバルな適用等が挙げられる。また、労働基準については、合理的な労
働環境、法遵守、差別やハラスメントの禁止、労働時間、補償、強制労働や児童
労働の禁止、コントラクターや供給業者に対する義務等が挙げられる 6。もっとも、
具体的な問題の取扱いは、各国における労働事情に大きな差異があることから多
様であり、この意味において一貫性を欠いているとの指摘がなされる。
  わが国においても、法規範の遵守、社会への貢献、政治献金規制、反社会的勢
力との関係断絶、環境保護、安全保障貿易管理、製品の安全性、公正・透明・自
由な競争、接待・贈答、外国公務員贈賄禁止、経営情報の開示、インサイダー取
引禁止、人権尊重、差別・セクシュアルハラスメント・パワーハラスメント禁止、
プライバシーの保護、職場の安全衛生、利益相反行為、企業秘密の管理、知的財
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産権の保護等が標準的な内容として挙げられている 7。
(b) コンプライアンス・マニュアル
　上記のような一般的声明またはポリシー表明だけではプログラムとして不十分
であり、当該企業にとってもっとも問題を引き起こしそうな分野についてより詳
細なポリシーと手続を定めるコンプライアンス・マニュアルを策定する必要があ
る。グローバルに事業活動を展開する企業の視点から共通するものとして、次の
ような分野のマニュアルが考えられる。
　①反トラスト法遵守、②インサイダー取引禁止、③賄賂禁止、④情報管理、⑤差別・
セクシュアルハラスメント・パワーハラスメント禁止、⑥環境保護、⑦知的財産
権侵害防止。

（３）プログラムの実施
　実効性のあるプログラムであるためには、実施のための機能的なシステムが設
けられ、それが有効に働くことが必要である。このようなシステムを欠いたプロ
グラムは、なんらコンプライアンスの実質的な効果を上げることはできない。
(a) プログラム運営の組織
　プログラムを機能的に運営するための組織づくりは、企業によって様々である
が、プログラム実施の成否はこの運営組織の有効性に大きく依存しており、たと
えば、次のような運営組織が１つのモデルとして考えられる。
　プログラム実施の最高責任者は CEO であるが、実際の統括責任者として上級
取締役または上級執行役員をコンプライアンス・オフィサーに任命する。
　企業の規模・業種等によるが、このコンプライアンス・オフィサーのもとに、
各事業部門、各事業地域における現場での自主的なコンプライアンスの徹底を図
るために、それぞれ部門コンプライアンス・オフィサーないし地域コンプライア
ンス・オフィサーを置く。
　さらに、プログラム全体の立案、調整、促進、改善、実施の監視等を目的とす
るコンプライアンス委員会を設ける。委員会は、コンプライアンス・オフィサー
を委員長とし、コンプライアンス所管部門の長、関係管理部門の長、部門コンプ
ライアンス・オフィサー、地域コンプライアンス・オフィサーによって構成される。
コンプライアンス所管部門は、委員会の事務局であると同時に、プログラム実施
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の実務を担当する部門であり、あらたに独立して設けるか、または法務部門が担
当する。
　コンプライアンス所管部門は、他の管理部門、とりわけ事後的なチェック機能
をもつ監査または検査部門と連携・協力する必要がある。事後的なチェック機能
による問題点の解明の結果が予防機能を果たすプログラムの改善に生かされて、
再発防止策を講じることが可能となる。
(b) プログラムの啓蒙・訓練
　プログラムの周知徹底を図るためには、様々な従業員等を対象とする以上、様々
な方法を駆使しなければならない。まず、コンプライアンスについて、経営トッ
プからの情報発信がなによりも必要であり、コンプライアンスの徹底には、経営
トップが表明する価値観を従業員等の関係者すべてが共有することが不可欠であ
る 8。
　企業内において従業員等の具体的な啓蒙・訓練の方法としては次のようなもの
が考えられる。① 教育・研修の実施。コンプライアンス・プログラム導入時にお
いてはもちろんのことであるが、継続的なコンプライアンス教育・研修を、新入
社員研修、営業研修等の専門的研修、管理職研修、役員研修等の定期的な教育・
研修計画に織り込む。② 日常的な相談・指導。コンプライアンス担当部門による
日常的な相談・指導が可能なシステムを設ける。③ イントラネット上にプログラ
ムのホームページによる情報伝達。コンプライアンスに関する情報をできるだけ
開示して、コンプライアンス・プログラムの実践における透明性を高める。④ 携
帯用カードによる周知徹底。コンプライアンス・プログラムをできるだけ身近な
ものとして意識させるために携帯用カード等を活用する。⑤ シンポジウムによる
刺激。コンプライアンスに関して外部講師を招いてシンポジウム等を開催し、従
業員等の意識を刺激する。
(c) プログラムの監視と風化の防止
　企業は、プログラムが有効に機能していることを確保するためには十分な監視
のシステムを設けることが必要であり、プログラムが企図した効果を達成してい
るかどうかを評価するためにその様々な面を定期的に点検しなければならない。
　上記のプログラム所管部門が、日常的な監視と定期的な点検の業務を担当し、
たとえば、選んだ従業員とのインタビュー、アンケート調査等を実施し、そして
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報告および違反事例の分析を通じてシステムの有効性を検証することが必要であ
る。
　コンプライアンス遵守ないしコンプライアンス経営は、時の経過とともに絶え
ず風化するおそれを秘めている。これを未然に防ぐためには、経営トップ自らが
コンプライアンスの遵守を繰り替えし説き続ける必要があり、そしてプログラム
の実行をそれぞれの組織のレベルにおいていかに日常の業務の中に組み込んでい
くかが重要であると考えられる。

　　３　内部通報制度

　前述のようなプログラムの監視が十分行われたとしても、現実の問題として限
界があり、内部通報制度（いわゆるホットライン）を設けることが必要である。
この制度はとりわけ組織ぐるみの違法行為に対する抑止力として有効であると考
えられる。
　内部通報制度は、すべてのレベルの従業員等がなんら報復のおそれや不利益な
取扱いを受けるおそれなく違反の容疑を通報できるシステムでなければならな
い。この報復や不利益な取扱いがなされないということが会社のポリシーとして
プログラムの中で明確に表明されていることが必要である。そして誰でも、たと
えば、コンプライアンス委員会、部門コンプライアンス・オフィサーないし地域
コンプライアンス・オフィサーに対して通報することができる。さらに、内部組
織では心理的抵抗がある場合には、会社がコンプライアンスのために雇用した外
部の弁護士に対して直接に報告できるルートを備えておく等多様な通報ルートを
設けておく必要がある。通報は、通報者にとって心理的抵抗のない方法で、匿名
でも、文書や対面等いかなる方法でも可能とされるべきである。
　いわゆる内部告発は、企業内で真摯に受け入れられて、違犯行為が速やかに是
正されることが望ましいが、通報者・告発者の保護というポリシーが企業によっ
て表明されていたとしても、通報者・告発者になんらの不利益も及ばないという
保証はかならずしもない。公共の利益のために所属する組織の不正を告発した内
部関係者が、報復を受けたり、失業等で経済的、社会的損失を被ったりしないよ
うにする必要があり、立法化によりこのような内部告発者の保護が図られてい
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る 9。
　2002 年7月30 日に施行されたアメリカのサーベンス・オクスレー法は、故意に、
報復する意図で、内部告発者（whistleblower）に有害な行為（合法的な雇用と
生計への干渉を含む）をとる者に対して、罰金と 10 年以下の禁固刑を科してい
る（1107 条）。
　また、内部告発活動により解雇やその他の差別を被る従業員のために民事の訴
訟原因を規定する（806 条）。すなわち、1934 年証券取引所法に基づく会社、オフィ
サー、従業員、コントラクター、サブコントラクターまたはそのような会社の代
理人のいずれも、次のような従業員によってなされた合法的な行為のゆえに、雇
用条件下にある当該従業員に対して解雇、降格、停職、脅し、いやがらせまたは
その他のやり方で差別することはできない。
　① 当該従業員が証券取引法、証券取引委員会（SEC）の規則もしくは株主に
対する詐欺に関する連邦法の規定に違反すると合理的に信ずる行為に関する情報
を、連邦の規制・執行当局、議員もしくは議会委員会または従業員に対して監督
権限をもつ者に対して提供し、提供させまたはその調査を援助すること。②この
ような違反に関して申し立て、申し立てさせ、手続に参加もしくはその他援助す
ること。
　このような解雇や差別等を被ったことを申し立てる者は、労働長官（Secretary 
of Labor）または連邦地方裁判所に訴えを提起することができる。
(a) 違反者への対応
　わが国においては、企業行動基準の違反を直ちに懲戒事由とはせず、その違反
行為が就業規則の懲戒規程における懲罰対象に該当するときには、これに基づい
て処分するのが一般的である。多くの企業の就業規則には、従業員は当該規則に
よるのでなければ懲戒を受けることはないとの記載がなされているからである。
  アメリカにおいても、連邦量刑ガイドライン自身は、懲罰がその枠組み内でた
やすく扱われる問題ではないとして、企業の裁量に委ねている。アメリカにおい
て多くの企業は、コンプライアンス・プログラムとは別に、すでに懲罰のガイド
ラインをもっており、このガイドラインをコンプライアンス・プログラムに直接
にまたは参照して組み込むことで十分である。もっとも、会社が違反者の懲罰を
行ったときには、可能な範囲で懲罰を公表すべきとされる。公表は、抑止効果を
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もたらし、適正な行為への動機づけとなるというわけである 10。
　コンプライアンス体制を構築したとしても、その実効性を上げることは容易な
ことではない。実効性を確保するための最終的な担保は、コンプライアンスの違
反者に対して、企業が自らどのように対処するかということである。違反者への
対応は、たとえば、コンプライアンス・プログラムに違反して達成した業績は評
価しないという軽度のものから、人事異動等の処遇に反映させる、違反者解雇の
可能性等の厳しい処分まであり得る。あまりに軽度な処分しか予定されていなけ
れば、コンプライアンス体制の実効性のみならず有用性も疑われることになるの
で、すくなくとも違反に対する抑止力となるに必要な程度の処分は必要である。
違反の態様に応じて、既存の就業規則の懲戒規定の発動に委ねるというだけでは、
コンプライアンスの目的を達成するのにかならずしも十分ではなく、コンプライ
アンス・プログラムの中に違反者に対する処分の程度を明らかにする規定を設け
るべきであると考えられる。もっとも、この場合には当該規定の内容を就業規則
に明記するなど、労働組合との調整が必要となる。
(b) プログラムの見直し
　有効なプログラムは最新のものでなければならない。企業は、プログラムがそ
の目的を達成するように、絶えずプログラムを改良または向上させるべきである。
プログラムは、法の変化、事業運営による変化、産業における変化および違反の
発生によって改定が必要となるが、プログラムの真摯な実施とこれによる経験の
積重ねによって改良を加えることができる。
　とりわけ違反を発見した後のプログラム改良のためには、すくなくとも次のよ
うな行為と対応策が必要である 11。
　① 違反行為の程度とその理由を決定するための当該行動の分析。② 当該違反が
継続するのか、あるいは当該違反行為に特有のものかを決定するために、周囲の
企業行動を分析すること。③ 同じような違反行為の再発をすくなくするような変
更を運営の実践や手続に導入すること。④ これらの変更の実施と維持の権限と責
任をコンプライアンス・オフィサー等の責任者に委ねること。⑤ 同じような違反
行為を早期により多く探知するために、情報収集プロセスを改善すること。⑥ こ
れらのあたらしく導入した改良対策が再発を防止するのに十分かを確認するため
に、その効果を特定の期間中監視すること。
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　このような絶えざるプログラムの改良・向上は、コンプライアンスが実践され
ており、会社の日々の経営にとって必要であるとのメッセージを伝えることになる12。

　　４　コンプライアンス・システムの整備・強化

（１）経営ポリシーとコンプライアンス
　コンプライアンスは、経営トップが自らその経営ポリシーの実行を語るこ
とが求められ、経営トップを先頭に企業内に絶えず危機感をかき立てること
が必要である。また、積極的な情報開示によって市場の目に晒されることが
企業のコンプライアンス向上につながることも理解することが重要である。
　コンプライアンスは、コーポレートガバナンスのシステムにおける内部統制シ
ステムの一環として企業の経営システムの中で大きな機能を期待されるが、その
機能は企業内のいわば日常業務として発揮されることが望ましい。それはコンプ
ライアンスが日業常務に埋没すればよいといっているのではない。いいかえれば、
コンプライアンスが日常業務の形で実行され、コンプライアンスに反する問題や
情報が日常業務の中でチェックされて明らかにされるということが必要である。
経営者は、コンプライアンスを含む内部統制システムが経営ポリシーの核心であ
り、よきコーポレートガバナンスを実現するための経営システムであることを認
識し、強い使命感をもって日常業務を通じてコンプライアンス経営を実行しなけ
ればならないと考えられる。

（２）コンプライアンスの実効性
　企業内にコンプライアンス担当部門を設け、コンプライアンス・プログラムを
掲げたとしても、それだけでコンプライアンスの実効性が確保できるわけではな
い。コンプライアンスが根づくかどうかは、それぞれの企業のこれまでの文化と
風土に影響されることがしばしばである。経営トップは、コンプライアンスと同
時にあるいはこれによって企業文化と風土を変えるという決意をもつことが必要
と考えられる。
　しかも、コンプライアンスは絶えざる風化のおそれに晒されている。コンプラ
イアンスの実効性が確保できないならば、それはむしろ企業価値にとってマイナ


